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第3部 各 論

第1章 郵 便

第1節 概 況

昭和47年 度の郵便事業は比較的順調に推移 した。

45年12月 の郵政審議会の 「郵便事業の正常運営を確保するための方策に関

する答申」を受けて,46年4月 に小包郵便物の料金の改正を,ま た同年7月

に事業を弾力的に運営できるよう諸制度の整備を行うとともに,第 三種郵便

物,第 四種郵便物及び特殊取扱料金を改正 し,更 に47年2月 には第一種郵便

物及び第二種郵便物の料金改正を行った。

また,世 論の要請にこたえて46年10月 に全国の集配郵便局において,全 国

の主要なあて地Y`配達するまでに要する日数を示 した 「郵便日数表(郵 便物

標準送達所要日数表)」を公表することにより,「郵便遅配が 日常的となった

かのような感す ら与えている。」(前掲の郵政審議会答申)と まで言われた郵

便 の業務運行も,こ れを契機としておおむね安定化に向かいつっある。

しか しながら,郵 便物の利用増,人 口の大都市集中などに即応する体制の

整備が必要であ り,郵 便局舎をは じめとする各種作業施設の改善を進めるほ

か,事 業の死命を制する労働力の確保を図る こ とが 重要な課題となってい

る。 これまでも機械化,作 業方法の改善,利 用者への協力依頼などに努力を

重ねて省力化を図ってきているが,郵 便事業においては,我 が国の労働力人

口の増加が今後あまり期待できないなかで,い かに して必要な労働力を確保

していくかは一つの大きな課題である。そのためには,新 しい労働力の給源

の開拓Y`工 夫をするとともに,職 員の処遇や労働条件の改善に努め,あ るい
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は,モ ラールの向上や能力の開発など職員の能力を十分発揮できるような措

置を講じていかなければならない。

労使関係がとかく円滑を欠き,事 業運営の障害 となることもしば しばであ

るので,健 全な労使関係の樹立も急務である。

また,郵 便事業の運営に必要な経費の中で人件費関係の経費が約90%を 占

めている現状に加xて,今 後の人件費の推移は郵便事業財政にとって重大な

問題となってこよう。

事業の近代化合理化の努力はたゆまず続け られている。43年7月 に導入さ

れた郵便番号制は,大 量の郵便物を処理するシステムとしては画期的なもの

であ り,郵 便番号 自動読取区分機の活用 と相まって郵便物の区分作業の省力

化に威力を発揮 している。 このように,郵 便事業の近代化合理化につ い て

は,事 業の内部で真剣な努力が続け られなければな らないことは当然である

が,郵 便番号の記載をは じめ,受 箱の設置,住 居表示制度の導入など国民利

用者の協力を必要 とす る分野も多くなっている。今後 どのように して国民利

用者の理解と協力を求めていくか も郵便事業にとって大切な問題である。

第2節 郵便の利用状況

1郵 便物数の動向

昭和47年 度は,46年12月 に行われた円の大幅な切 り上げのため,我 が国の

経済成長に悲観的観測が流れていたが,結 果的には実質国民総生産で対前年

度比約11.0%増 と46年度の6.6%よ り高い成長率を示 した。

また,市 民生活にとっては,消 費者物価の上昇に加えてそれまで比較的安

定していた卸売物価まで上昇 し始めた年でもあった。

このような環境のなかにあって47年4月 か ら48年3月 までの1年 間に差 し

出された郵便物の総数は,125億6,038万 通(個)で あって,前 年度の122億

8,632万 通(個)に 比べて2.2%増 加 した。

年間引受郵便物数の推移を46年 度からみると第3-1-1表 のとおりであ
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第3-1-1表 年間引受郵 便物数 の推移

(単位:千 通(個))

種 類 別

46年 度 47年 度

物 数 魏轟 物 数 蹴轟
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通
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(注)1.

2.

3.

4.

5.

有料郵便物 と無料郵便物 との合計であ る。

年賀及び選挙は普 通通常 の再掲 であ る。

書留速達は書留の再掲 である。

書籍小包は小包の各種類 に含め てあ る。

47年 度は,沖 縄県引受けの郵便物数を含む。
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る。

特殊取扱の料金及び内国通常郵便物のうちの第三種郵便物及び第四種郵便

物の料金は46年7月1日 に,第 一種郵便物及び第二種郵便物の料金は47年2

月1日 に改正された。その影響を受けて47年 度の内国通常郵便物数は前年度

に比べ2.5%の 増加に とどまり,46年 度がその前年度に比べて4.5%の 増加

であったのに比較すると,対 前年度増加率は著 しく低い結果 となった。この

傾向は48年 度においても多少残ることが予想される。

小包郵便物については,46年4月 に料金改正が行われ,そ の影響が予想以

上に大きく,46年 度においては前年度に比べ14.1%減 少 したが,47年 度は回

復の兆 しを見せて前年度に比べ4.6%増 加した。

この1年 間の郵便物数の推移を種類別にみると,普 通通常の第一種郵便物

は,前 年度に比べ2.1%増 加した。ただし,こ のうち定形外郵便物は6.7%減

少した。 これは料金の改正率が比較的高かったことによるとみられる。

第二種郵便物は,前 年度に比べ4.1%増 加 したが,特 に衆議院議員選挙を

控えた11月 は対前年同月比19.0%と 高い増加率を示 した。

第三種郵便物は,料 金改正後ち ょうど1年 目に当たる6月 までは前年同月

に比べて大きな減少を示 したが,7月 以降は増加に転 じ,年 度累計では前年

度に比べ0.9%の 減少に とどまった。

第四種郵便物は,前 年度に比べ,全 体 として0.8%減 少 したが,こ のうち

通信教育は1.9%,盲 人用点字は9,6%,学 術刊行物は12.6%と 増加 したのに

対 し,農 産種苗は23.4%の 減であった。 なお,農 産種苗の減少は近年著 し

く,最 高を示 した40年 度物数の半数以下となった。

書留通常郵便物は,前 年度に比べ2.4%増 加 した。このうち一般書留が0.7

%減 少 したのに対 し簡易書留は15.9%増 加 した。これは,一 般書留から簡易

書留への移行が進んだためとみ られる。

普通速達通常郵便物は,ほ ぼ前年度と同数(前 年度比 △0.o%)に とどま

った。これは料金改正の影響 もあるが,普 通通常郵便物の送達速度の安定に

よるところが大きいものと思われる。
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小包郵便物は,4月 は対前年同月比で10.4%減 少 したが,5月 以降は増加

に転 じ年累計では4.6%増 加した。ただ し,こ のうち書籍小包は,前 年度に

比べ69.1%と 著 しく増加 したが,そ れ以外の小包は0.1%減 少した。

年賀郵便物は,料 金改正の影響はあまり見 られず,前 年度に比べ5,6%増

加 した。

選挙郵便物は,47年12月 に衆議院議員選挙が行 わ れ た が,参 議院議員選

挙,統 一地方選挙が行われた46年度の物数を大きく下回った。

2郵 便物 の流れ と利用構造

(1)地 域間交流状況

全国各地で差 し出された郵便物はどのようなところにあてられているのだ

ろうか。

郵政省では3年 ごとにあて地別の物数調査を行っているが,最 近では45年

9月 に行った。これによると,我 が国の郵便物の地域間交流状況は次のよう

な傾向を示している。

ア.郵 便物は近距離にあてられたものが多い。

第3-1-2図 自局区 内あて及び 自県内あて郵便物数の割合

昭 和39年 度 昭 和45年 度

ノ

　

他
県
あ
て
合
計
43
%

1

(注)引 受総数は いずれ も1日 当た りである。
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郵便物は,そ の大半(全 国平均57%)が 引き受けられた都道府県(以 下

「県」とい う。)内 で配達されており,し か もそのうちの約3分 の1は 引き

受けられた郵便局で配達されている。

また,こ の割合は過去の調査結果 と対比 してみると,徐 々に増大す る傾

向にある(第3-1-2図 参照)。

もう少し細かくみると,大 都市及びその近接県は総 じて自県あての割合

が低 く,逆 に地方県においては高い傾向にある。 特に奈良県,東 京都23

区,大 阪市における自県あての割合はそれぞれ40%,44%,49%で 全国の

最低位にあり,こ れに対 し,北 海道,高 知県がそれぞれ85%,73%と 最高

位を示 している。

イ.郵 便物は,大 都市では引き受けが配達 より多い。

配達郵便物数と引受郵便物数の比をみると,東 京都23区,大 阪市,名 古

屋市,京 都市,札 幌市,仙 台市,広 島市,福 岡市においては,引 受郵便物

が配達郵便物を上回っているが,他 の地域においてはすべて配達郵便物が

引受郵便物を上回っている。

ウ.郵 便物は東京都から来るものが多い。

配達郵便物についてみると,通 常郵便物においては,自 県内で引き受け

られたものが最 も多い。他県から入ってくるものの割合をみると,東 京都

と兵庫県を除 くすべての県において東京都か らの郵便物が第1順 位 となっ

ており,東 京都の比重は非常に大きい。

なお,東 京都と兵庫県は大阪府からの郵便物が第1順 位である。

エ.郵 便物は東京都にあて られたものが多い。

ア.で述べたように引受郵便物の約6割 は自県あてであるが,他 県あて

のものの主要あて地は大部分が大都市及び近接県 となっている。

他県にあてられた郵便物をあて地別にみると,46都 道府県中38県 が東京

都を第1順 位 としてお り,他 県か ら東京都にあて られた郵便物は,全 国の

他県あて郵便物数の17.4%を 占め,東 京都から東京都へあてたものを含め

て東京都には全国で差 し出された郵便物の約20.6%が 集中 している。
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残 り8県 の第1順 位をみ ると,京 都府,兵 庫,奈 良,和 歌山の各県は大

阪府,東 京都は神奈川県,岐 阜県は愛知県,香 川県は愛媛県,佐 賀県は福

岡県である。

第2,第3順 位をみると近接県が多い。

(2)郵 便の利用構造

42年度に行われた 「事業用郵便の利用に関する調査」及び43年度に行われ

た 「普通世帯に発着する郵便物の調査」によれば,郵 便の利用者及び利用目

的は次のとお りである。

ア.郵 便の利用者

郵便物の差出人 と受取人とをそれぞれ事業所と家庭とに分け,相 互の交

流状況をみると第3-1-3表 のとおりである。

これをみると,家 庭から家庭への郵便物は全体の約20%に すぎず,そ の

他の郵便物に何 らかの形で事業所が関係しているものであ り,い わゆる業

務用通信の比重が大きいことがわかる。

第3-1-3表 事業所家庭間郵便交流状況 (単位:%)

差出人
受取人 家 庭 事 業 所(含官公署) 計

家 庭 19.8 9.3 29.1

事 業 所(含 官公署) 46.0 24.9 70.9

計 65.8 34.2 100.0

(参 考)米 国の郵便物の流れ (単位:%)

差出人
受取人 家 庭 事 業 所

(含官公署) 計

家 庭 14.0 6.2 20.2

事 業 所(含 官公署) 50.4 29.4 79.8

計 64.4 35.6 ioo.o

1968年6月 郵便事業の組織に関す る大統領委員会報告 による。
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第3-1-4図
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イ.郵 便 の利 用 目的

郵便 の利 用 目的 別 構 成 は 第3-1-4図 の と お りで あ る。

これ を み る と,家 庭(個 人)か ら家 庭(個 人)あ て に 差 し出 され る郵 便

物(19.8%)の うち80%に 相 当す る ものが 私 的 通 信(15.8%)で あ り,ま

た,事 業 所 か ら家 庭 あ て に 差 し出 され る郵 便 物(46.0%)の うち宣 伝 広 告

を 目的 と して い る もの が3分 の1を 占め て い る。

(3)郵 便 物 引受 の波 動 性

郵 便 物 の 引受 状 況 を み る と,一 日の時 間 帯 に よ って も,ま た 月に よっ て も

相 当波 動 性 が み られ る。

第3-1-s図 月別通常郵便物 引受状況
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一日のうちの時間別波動をみると比較的夕刻以降の差出 しが多 く,ビ ジネ

ス地域では特にこの傾向は顕著である(第3-1-5図 参照)。

月別波動をみると,贈 答用小包や年賀状の出回る12月及び1月 の引受郵便

物数が多い。特に12月 は平常月の3倍 を示 している。次いで暑中見舞や中元

関係の多い7月 及び8月 が多くなっている(第3-1-6図 参照)。

第3節 郵便事業の現況

1サ ー ビスの現況

(1)業 務運行の現況

昭和47年 度の郵便業務は,郵 便日数表の公表を契機 として安定 したサービ

スを維持 し,定 着させることに努力が払われた。

年間を通 じての最大の繁忙期である年末年始も,前 半には本来め繁忙に12

月10日 に行われた総選挙による選挙関係郵便物が加わった ところへ,労 組の

闘争が重な り業務運行が乱れたが,全 般的には46年 度Y'引 き続いて順調に推

移 し,20億 通を超える年賀はがきも円滑に処理することが で き た。 この結

果,ご く限られた一部の地域,あ るいは特定の期間を除いて,年 間を通 じて

ほぼ利用者に約束 した とおりの送達速度を確保す ることができた。

しかし,個 別にみると大都市 とその周辺地域は,人 口 の急 激な流入や移

動,交 通事情の悪化,周 辺発展地の地番の混乱,若 年労働力の確保難等郵便

業務の円滑な運行を阻害する要因が多 く,こ れ らの地域内の一部の郵便局で

は業務運行が不安定であ り,遅 配を完全に解消するまでには至 っていない。

また全逓労組が,春 期及び年末期に経済要求と併せて郵政省の労務政策の変

更を求め,あ るいは事業の合理化に反対 して実施 した闘争により,短 期間で

はあるが関係の郵便局において利用者に迷惑をかける結果 となった。

(2)沖 縄の現況

47年5月15日 に沖縄が本土に復帰した。沖縄の郵便業務は,既 に復帰前か

ら琉球政府下で本土と大差のない制度が実施されており,本 土一沖縄間の外
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国郵便にも内国郵便制度が大幅に取 り入れ られていたので,復 帰に伴って制

度上大きな変化はなかった。 しか しなが ら,過 渡的に従来の取扱内容を引き

継がざるを得ず,窓 口取扱時間,沖 縄県内相互の速達の未実施など,本 土と

の格差が残 った面 もある。なお,速 達については,48年2月 から那覇市あて

に限って県内全域から出せるようになった。

復帰を機に,本 土一沖縄間の郵便物の輸送は,第 一種定形郵便物及び第二

種郵便物が全面的に航空輸送に切 り』替えられ,従 来船便扱いとなっていたも

のが,同 一料金のままスピー ドアップされた。

2施 設及び要員の現 況

(1)郵 便局

ア.郵 便局の現況

47年度末現在 と46年度末現在の郵便局数を比較すると第3-1-7表 の

第3-1-7表 郵便局数の推移

区

別

46年 度

対前年度

増△減数

47年 度

対前年度

増△減数

総 普 通 郵'便 局 特定郵便局

集

局

無

配

集
配
局

計
舶
郵
局

船
内
便

道
便

鉄
郵
局

集
中
局

集

局

無

配

集
配
局

計計

易

便

簡

郵

局

閉lo 閉3 閉7
1定
9 定7 定2

20,976 1,072 1,013 40 3 14 z 16,350 4,675 11,675 3,554

3331 at 21 一 一 一 一 147 パ21 168 165

閉8

定9

21,408

閉 △2

定0

432

1,0971,03542414

zsiaaiaii

6

3

70

d

1

16

閉

定

ゆ

閉

定

1

31

1

1

6

　

ム

ム

ヨ

β

閉

定

2

30μ4

55

2

6

1

1

1

1

　
ロ

ム

ム

　
ゴ

閉

定

ゆ

閉

定

2

162

(注)1.局 数は年度末現在数であ る。
2.定 は定期開設局,閉 は閉鎖中の局 で,い ずれ も再掲である。

3.47年 度 の対前年度増△減数には47年5月15日 本土に復 帰 した沖縄県分を

含 んで いる。
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とお りである。

郵便局の数は,46年 度末現在に比べ432増 加 したが,こ のなかには本土

に復帰 した沖縄県のもの104(集 配普通局7,無 集配普通局1,集 配特定局

70,無 集配特定局26)が 含まれているので,こ れを除いた純増加数は328

である。

その内訳をみると,地 況の発展あるいは利用者サービス向上のために集

配普通局3,無 集配特定局224,簡 易郵便局138の 新設が行われ,一 方,炭

鉱の閉山等人 口の流出に より利用者が減少 した地域では無集配特定局15,

簡易郵便局23が 廃止された。

イ.郵 便局の普及状況

1郵 便局当た りの平均人口及び平均面積の年度別推移は第3-1-8表

のとお りである。

第3-1-8表 郵便局普及状況の推移

剛＼
＼
鞭

43

郵便局数 人 口

・o,・93局ll・1,・oa人

1局 当た

り人 口

1局 当た り

面 積

5,・47人i18.41kmZ

1,000人

当 た り局 数

局

o.20

44 20,374102,6485,03818.16 o.ao

45 ・0,643脚2・15,・24117・931 o.ao

46 20,976105,0065,006117.64 o.zo

47 21,408107,3325,014117.63 o.ao

人 口は,「 都道府 県人 口の推 計」,「日本統 計年 鑑」(総理 府)に よる。

(注)47年 度は,沖 縄県を含む。

全 国都 道 府 県 別 に1局 当 た り平 均 人 口を み る と,最 も多 い 県 は神 奈 川 県

の1万1,675人,最 も少 な い 県 は 島 根 県 の2,082人 で あ る 。1局 当 た りの 平

均 面 積 を 比 較 す る と,東 京 都 の1.81km2が 最 小 で,北 海 道 の52.73kmzが

最 大 で あ る。
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(2)要 員

ア.郵 便 物 と定 員 の推 移

47年 度 の郵 便 業 務 定 員は 総 人 員13万195人 で,そ の うち 内 勤 者 は5万

7,138人(44%),外 勤 者 は7万3,057人(56%)で あ る。 最 近5年 間 の郵

便 物 数 の 増 加 と定 員 の伸 び を比 較 す る と第3-1-9表 の と お りであ る。

これ に よ る と,43年 度 を100と した場 合,47年 度 で は,物 数 は120,定 員

は106で あ って,郵 便物 数 が 増 加 した ほ どに は 定 員 は増 加 してい ない 。 労

働 力 の需 給 関 係 が ひ っ迫 す る と と もに,年h人 件 費 が 上 昇 を続 け,そ れ が

郵 便 事業 財 政 を圧 迫 す る要 因 とな って い る こ とを 考 え る と,郵 便事 業 に と

第3-1-9表 郵便物数と郵便業務定 員の推移

CRil

定

員

内勤者

外勤者

十
二
=
ロ

郵 便 物 数

43

53,603人

(ioo)

69,104
(ioo)

122,707
Uoo)

百 万 通
10,451

(ioo)

44

54,503人

(ioa)

69,582
(IOl)

124,085
(101)

百 万 通

11,135

(107)

45

55,433人

(103)

70,465
(ioz)

125,898

_工103)

百 万 通

11,797

(113)

46

56,065人

(105)

71,913
(104)

127,978
(104)

47

57,138人

(107)

73,057
(iob)

130,195
(iob)

百 万 通 百 万 通
12,28612,560

(i18)(120)

・o・(P

第3-1-10表 郵便業務定員 増減状況

z-

(単位:人)

扇 一＼讐 43 44 45 46 47

業務量増に よる増員 1,9581,3322,0402,400 1,845

合 理 化 に よる減 則 50 54327410297

内

訳

輸 送 施 設 改 劃 一1 一1 7 zi 7

集 配 施 設 改 善 12 16 11 16 11

働 二榊 等の配剣 38 38 36 96 162

局内作業の機械化 一273277 117

差 引 増 副1,・ ・811,278 1,7131,9901,548

～
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って労働力の節減を図ることは緊急の課題である。郵政省はそのためV'各

種の施策を講 じ,定 員の節減を図っている(第3-1-10表 参照)。

イ.職 員の時間外労働及び臨時職員の雇用

郵便の取扱量は,日 又は月により極めて波動性が大きい。取扱量の波動

に対 しては,主 として職員の時間外労働により処理 しているが,特 に,贈

答用小包,年 賀はがき等により,郵 便物数が増大する年末年始 に お い て

は,職 員の時間外労働だけでは処理することができないので,大 量の臨時

職員を雇用して業務の円滑な運行を確保す ることとしている。

また,新 規学卒者の採用が困Y`な ってきているので,こ れに対処す る

ため,大 都市及びその近郊発展地の郵便局においては,住 宅団地にあてた

郵便物の配達や短時間の局内軽作業に学生や主婦の労働力を導入 したり,

小包郵便物の配達の一部を民間に委託 した りすることを試行 している。

なお,47年 度において,職 員の時間外労働は延べ1,639万 時間,臨 時職

員の雇用は延べ324万 人にのぼっている。

(3)集 配

ア.配 達区画

郵便物の配達は,配 達すべき郵便物数や箇所数を考慮 して1日 に1人 で

分担できる区画に分割 して行 っている。この区画を配達区とい うが,通 常

郵便物を1日 に配達する度数に よって分けると第3-1-11表 のとお りで

ある。

第3-1-11表 郵便配達区画の状況

(47年度末現在)

区 釧 区
1度 配 達 区

2度 配 達 区

3度 配 達 区

計

;yr同 左r.害UA配 達か所剃 同左構成害拾

区% O

25,898

22,342

iai

48,361

53.6

46.2

0.a

100.0

万 か 所

1,lll

1,736

10

2,857

38.9

60.S

O.3

ioo.o



0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

%

10

9

8

7

6

5

4

3

2

i

第1章 郵 便 一109一

第3-1-12図 諸 外国における郵便配達区画の状況

羅 ㎜㎜[コ
2度 配達3度 配達

米 西 カ イ オ オ ス 日
1!ウ

ナ婦 慧
国 独 ダ ア ア ア ン 本

(注)45年6月 調査,た だし,日本は47年度末現在である。

郵便物数の増加,核 家族化の進行に伴 う配達箇所数の増加,地況の発展な

どによって過去5年 間で通常郵便物の配達区数は毎年平均900区 増加 して

お り,47年 度末においては配達区数は全国で4万8,361区 となっている。

ちなみに,諸 外国における通常郵便物の配達度数別の配達区数分布状況

は第3-1-12図 のとおりである。

諸外国においては,2度 以上の配達区域はおおむね限 られた地域となっ

ている。これに比べ,我 が国では2度 以上の配達区数は約半数を占めてお

り多数の労働力を必要 とする状況にある。

イ.速 達配達区域

速達配達区域は,長 年,配 達受持郵便局から陸路4km以 内の場所 とさ

れてきた。最近人口の集中による都市及びその周辺地域の著 しい発展によ

り,配 達受持郵便局から4kmを 超える場所に大規模な団地が建設される

など郵便需要の高い地域が出現するようになった。そこで42年 に配達受持

郵便局か ら陸路4kmを 超え,か つ6km以 内であって住宅等が集中する

場所のうち速達郵便物に対する需要の多い場所等にまで速達配達区域を拡



一110一 第3部 各 論

張 し,46年 には 更 に 「6km以 内 」 を 「8km以 内 」 に まで 拡 張 した 。 こ

の措 置 に よ り47年 度 末 現 在 で は 全 国 の世 帯 の90%に 相 当す る約2,800万 世

帯 が 速 達配 達 区域 に含 まれ る こ とに な った 。

ウ.ポ ス トの設 置 状 況

我 が 国 に お け る ポ ス トの設 置 数 は,47年 度 末 現 在 で13万1,746個 であ る。

ポ ス トの数,ポ ス ト1個 当 た り人 口及 び面 積 の年 度 ご との推 移 は,第3-

1-13表 の とお りで あ る。

第3-1-13表 郵便ポ ス ト普及状況

CYU

43

郵 便
ポ ス ト数 人 ・i個 当た 呂

123,・74個レ ・1,・副

1個 当た り

面 積

824人1
kmZ

3.01

1,000人 当

た りポ ス ト数

個

1.21

44 124,780102,648 823 2.97 1.22

45 126,752103,720 818 2.92 1.22

46 128,621105,006 816 2.88 t.zz

47 131,746107,332 815 ・・871 1.23

(注)47年 度は沖縄 県を含 む。

毎年,都 市周辺などの地況の発展に対応 して,ポ ス トの設置が行われて

きているので,普 及度は逐年向上している。

現在全国主要都市の一部地域 に は,速 達専用のポス ト(青 色)が,ま

た,東 京都23区 内全域,大 阪市及び名古屋市の大部分,横 浜市,京 都市及

び札幌市の一部地域には,区 分作業をスピード化することをね らいとして

差出口があて先の方面別に二つあるポス トが設置されている。

エ.へ き地等における集配施設

特に交通困難であるため,直 接集配を実施することができない地域Y'つ

いては,郵 便規則第85条 を適用 して,周 年又は期問を限って郵便物を受持

郵便局の窓 口で交付 し,又 は郵便局長の指定する場所に設置された郵便受

箱(「集合受箱」といわれている。)に配達するなどの方法をとっている。

最近における郵便規則第85条 適用地の増減状況は第3-1-14表 のとおり
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第3-1-14表 郵便 規則第85条 適用地の状況(単 位:世 帯)
＼ ＼ ＼ ・＼ 年 度

区 別 ～_

郵 便 局 の 窓 口 交 付
(85条第1項)

集 合 受 箱 配 達(
85条 第4項)

十
晶
一一口

43

8,510

2,546

11,056

44

7,933

2,865

10,798

45

7,749

2,878

10,627

46 47

7,46217,232

3,099

10,561

3,193

10,425

(注)各 年度とも年度末現在である。

であるが,全 体としてこれらの地域は若干減少する傾向にある。

(4)輸 送

ア.輸 送施設の現況

郵便局 と郵便局との間の郵便物の輸送は,遠 い ところは主として航空機

と鉄道によって,近 いところ又は大都市の中では主として自動車によって

行われている。

年 々増加す る郵便物を円滑に,か つ,よ り速 く輸送するため,輸 送手段

については各種輸送機関の動向をみなが ら種々施策を講 じている。

郵便物を輸送 している線路の単粁程を輸送機関別に示すと第3-1-15

表のとお りである。

これをみると,自 動車及び航空の単粁程は年々増加しているが,鉄 道及

び道路の単粁程は減少している。これは,国 鉄及び私鉄の合理化の推進に

第3-1-15表 郵便物輸送機関別単粁程

(単位:km)

課 総 計 鉄 道 自 動 車 航 空 水 路 道 路

45 123,35028,71952,14127,3668,9646,160

46 137,78727,69957,45238,2968,7695,571

47 159,81126,13060,43251,06217,7094,478

(注)1.各 年度 とも年度末現在 である。

2,「 道路」は主 として請 負人に よる運送であ る。
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より郵便輸送に適さなくなった鉄道線路が出てきたこと,また,道路状況が

改善された ことによって自動車輸送に切 り替え られたこと,夜 間の航空郵

便専用便に加}て,昼 間にも航空便を多数開設 したことによるものである。

また,47年 度にっいては,沖 縄復帰に伴い,航 空,水 路の単粁程が特に

大幅Y`加 している。

イ.郵 便輸送機関別 シェアの推移

郵便線路の総延粁程に占める輸送機関別分担率の推移は第3-1-16図

のとお りであ り,戦 後Y`け る航空機,自 動車のめざましい発達は郵便輸

送にも幾多の変革をもた らし,鉄 道便の比率が低下 し,自 動車便及び航空

第3-1-16図 郵便の輸送機関別分担率の推移

(40年3月 ～48年3月)
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鉄 道167,918 ioo 309 100 192,048 114 264 85 240,320 143 iss 61

自動車152,105 100 2,464 100 183,726 121 3,131 127 221,339 145 3,390 138

航 空67,754 100 36 ユ00 103,946 153 53 147 164,367 243 58 isi

水 路17,923 ioo 145 100 18,428 103 132 91 25,345 141 isz
一

112

道 路25,819 100 4,763 100 19,770 77 4,511 95 14,882 58 3,387
一

71

索 道27 100 2 100 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計431,546 100 7,719 100 517,918 120 8,091 ios 666,853 154 7,186 93
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便 の シ ェア が増 加 して きて い る。

3事 業経営状況

(1)郵 便料金

第1章 郵

郵便料金はどのような原則で決められるべ きであろうか。

便 一113一

46年7月 の郵便法改正により 「郵便事業の能率的な経営の下における適正

な費用を償い,そ の健全な運営を図ることができるに足 りる収入を確保する

ものでなければならない。」(法第3条)と いう規定が新設され,郵 便に関す

る料金決定の原則が明確にされた。

また,個 々の郵便料金については,第 一種郵便物及び第二種郵便物の料金

は,国 がその送達を独占している信書が含まれているので郵便法で定めてい

るが,そ の送達を独占としない第三種郵便物,第 四種郵便物及び小包郵便物

の料金は,郵 政大臣が郵政審議会に諮問 した上で省令で定めることになって

いる。

なお,現 在の郵便料金をみると,第 三種郵便物及び第四種郵便物は第一種

郵便物及び第二種郵便物に比較 して大幅に割安になっている。これ らは郵便

制度が創設 された明治時代に,文 化の普及,福 祉の向上,農 業の振興などの

ために政策的に設け られ現在に至っているものであるが,こ のような種類と

割安料金については種々議論のあるところであって,45年12月 の郵政審議会

の答申においても,「 第三種郵便物の料金については,そ の必要とする適正

な原価を償 うべ きだとい う議論もある。しかしなが ら,従 来の経緯,社 会的

影響等を考慮すれば,急 激にこれを実現することは困難である。」 と述べて

お り,更 に,将 来検討すべき課題 として,「割安の料金を設定しなければな

らない場合においても一定の限度にとどめるべきであって,例 えばそれぞれ

の役務の提供に直接要する費用はこれを償 うものとすることが考えられる。」

とい う指摘がなされている。

(2)郵 便事業の財政

最近における郵便事業の収支状況は,第3-1-17表 のとおりである。
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論

一司ヨ

各

第 郵便事業の収支状況

(単位:億 円)一
予決算の別区

別

入

入

入

収

収

務

雑

業

他

便

の

郵

そ

収

出

費

費

額

支

件

件

人

物

差支収

46

決 算

2,946

2,742

204

3,038

2,193

845

092

47

決 算

3,599

3,321

278

3,564

2,583

981

35

48

予 算

3,778

3,520

zss

3,911

2,701

i,aio

O133

(注)こ の数字は,郵 政事業特別会計 の収支 の うち郵便事 業に係る部分を集計 した

ものである。

第3-1-18図 年度別郵便物数,郵 便業務収 入及び郵 便業務費の推移
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年平均
堀加寧

郵 便 物 数 100 108 --5 1?6 135 IA3 154 165 ins 186 1971202 zoa zis zzs 243 253 zss 5.8%

郵便業務収入 ioo pit 122 136 150 isz 203 225 252 280 2941383 426 458 498 541 675 822 13.2

郵便 業務費 ioo 106 118 130 tna 155 191 212 237 273 3091373 n≫ 464 532 640 754 883 13.7%

(注)各 年度 の数字は昭和30年 度をiooと した場合の指数であ る。
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郵便事業は人力依存の度合が極めて高く,業 務運営に必要な経費のなかで

人件費関係の経費がほとんどを占めている。

近年人件費は,毎 年十数パーセン ト上昇を続けてお り,こ のことが事業財

政を圧迫する最大の要因となっている。第3-1-18図 をみると30～47年 度

の郵便費の年平均増加率は13.7%と 高率で,郵 便物数の増加に基づ く収入

の増加を上回っている。

もちろん,こ うした実情にかんがみ事務を機械化,合 理化するなど省力化

のための各種の施策を講 じて,郵 便物数の増加に伴 う人員の増加を極力抑制

してきているが,郵 便作業の性質上その効果にも限界があ り,人 件費の増加

を企業努力のみで吸収することは困難な状況にある。

そのため36年 度,41年 度及び46年度に郵便料金の値上げを行わざるを得な

い事態に至った。46年度の料金改正は,46年4月 に小包郵便物,7月 に第三

種郵便物及び第四種郵便物の料金並びに特殊取扱いの料金,47年2月 に第一

種郵便物及び第二種郵便物の料金をそれぞれ引き上げた。この一連の料金改

定は46～48年 度の3か 年間の収支を賄うことを前提にその改正幅が定められ

た。

この措置により,事 業収支も46,47年 度はほぼ計画どお りに推移 したもの

の人件費の大幅な上昇などに よ り,48年 度は133億 円の赤字予算を編成せ ざ

るを得ない事態に立ち至 り,こ れについては持越現金を充当することとして

第3-1-19表 郵政事業の人件費上昇率及び給与べ一スの推移

区別

年度

人 件 費 上 昇 率

仲77定1定 昇1計

給 与 ベ ー ス

月 額1指 数

(参考)
人事院勧告

(定昇を除 く)

43 7.93%3.・Ol1・49%1・ ・ 。42円11・ ・i 8.0%

44 10.053.2113.57153,176113 10.2

45 12.443.OI15.8161,639131 12.67

46 11.622.814.7570,4731150 11.74

47 10.552.713.5379,010168 10.68
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いるが,49年 度以降の財政の見通 しは極めて憂慮すべき状態 となっている。

(3)郵 便料金と物価,家 計

総理府統計局が実施 している 「家計調査報告」によれぽ,家 計Y'占 める郵

便支出の割合は,47年 度にお け る年間消費支出額118万6,518円 中1,645円 で

0.14%に すぎない。この割合は過去10年 間についてみても0.12%～0.15%で

大きな変化はない。

消費者物価に及ぼす影響についても,こ の家計調査に基づいて定められて

いる消費者物価指数算定に当たっての郵便料のウェイ トは総合で10,000の う

ちの21になっている。
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第4節 郵便事業の近代化合理化

1郵 便物 の種類体系 と制度の合理 化

(1)種 類体系の合理化

現行の通常郵便物の種類体系は,昭 和41年7月 に従来のものが改正されて

できたものである。

この改正の主な点をあげると次のとお りである。

① 第一種郵便物

従来の制度には第五種 とい う種類があった。これは印刷した書状や業務

用書類,商 品見本などを内容 としたものであって,そ の内容を検査できる

ようY'開封 として差し出されることを要件とし,料 金は主として手紙など

を内容 とする第一種郵便物よりも安 くしてあったが,内 容を検査 しなけれ

ばならないので,そ の取扱いが煩雑であった。そこで,郵 便物の種類の基

準を内容に求めることをやめて第一種郵便物と第五種郵便物とを統合 し,

実際の取扱いの難易,将 来の機械処理等を考慮して,取 扱い上便利な一定

形状のもの(定 形郵便物)と それ以外のもの(定 形外郵便物)と に分類す

ることとした。なお,現 在第一種郵便物の うち88%は 定形郵便物である。

② 第二種郵便物

年賀はが きの低料扱いが廃止された。また,は がきの規格を大きくし,

紙質もよくした。

③ 第四種郵便物

従来は,樹 皮,き のこ,家 きんの卵,は ち及び食用がえるを内容とす る

ものが含まれていたが,こ れ らのものはほ とんど郵送されていないので,

その取扱いを廃止し,他 方,新 たに学術振興に資するため学術刊行物を内

容とするものを第四種郵便物として取 り扱 うこととした。

④ 書籍小包郵便物
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小包郵便物についても,こ のときに書籍の郵送料が割高wな ったことを

考慮 して書籍小包の取扱いを新設 し,全 国均一料金で利用できることとし

た。

(2)制 度の合理化

郵便の制度の基本は,郵 便法に定められている。郵便法は最近では41年7

月と46年7月 に大きな改正が行われたが,こ の改正を中心に最近改め られた

郵便の制度の主な点は次のとお りである。

ア.郵 便物処理の合理化

① 郵便物の取扱いの能率化を図るため,利 用者にできるだけ不便をかけ

ない範囲で郵便物の重量 と大きさについての基準を改め,軽 量化,小 型

化な図った(41年 法改正)。

② 大量に差 し出される第一種郵便物又は第二種郵便物については,差 出

人があて地別にあらか じめ区分をしておくなど,一 定の要件を満たして

差 し出した場合には料金の割引を行 う制度を設け,業 務運行の円滑化に

資するみちを開いた(41年 法改正)。

③ 郵便物の引受けと配達についてのみ記録 し送達の途中の記録は省略す

る簡易書留制度を創設 し,取 扱いの簡素化を図った(41年 法改正)。

④ 郵便私書箱の利用を促進 し配達作業を軽減するため,一 定の要件を満

たす利用者には使用料を免除することとした(41年 法改正)。

イ.サ ービスの改善

① 書き損 じた りした官製はがきや郵便書簡などを一定の手数料により交

換することとした(41年 法改正)。

② 天災など非常災害があった場合においては,救 助用物資を内容とする

小包郵便物の料金を免除す るみちを開いた(41年 法改正)。

③ 大都市に所在する同一企業内の事業所相互間又は関連企業 間 に お い

て,業 務用書類などを早急に届けたいといった需要にごた}x,書 留速達

郵便物を差出しの当日中又は翌日の始業前までに交付する特別な取扱い

(ビジネス郵便)を43年 に開始 した。
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④ 速達小包については航空便によって運送を行 う航空小包の取扱いを44

年に開始した。

⑤ 需要に応 じて新 しい+一 ビスを適時適切に提供でき るみ ち を開いた

(46年法改正)。

2郵 便番号制

(1)郵 便 番 号 制 の 目的

43年7月 か ら郵 便 番 号 制 が ス ター トした。 郵 便 番 号 は,全 国約6,000の 集

配 郵 便 局 の配 達受 持 区 域 のひ とつ ひ とつ に付 定 され た 番号 で あ って,郵 便 物

の運 送経 路 に従 って体 系 化 され て い る。

郵 便 番 号 制 を実 施 す る 目的 は,郵 便 番 号 自動読 取 区分 機 を導 入 で き る こ と,

誰 に で も簡 単 に 区分 が で き る こ と,最 初 か ら配 達 局 あ て の 区分 が 容 易 に な る

こ とな どで,作 業 の効 率 化 及 び 送 達速 度 の安 定 と向 上 を 図 る こ とに あ る。

この 郵 便番 号制 は,そ の シス テ ムや考 え方 に 違 い は あ るが,既 に オ ー ス ト

ラ リア,オ ー ス トリア,ベ ルギ ー,カ ナ ダ,デ ン マ ー ク,フ ィンラ ン ド,フ

ラ ンス,西 独,東 独,イ タ リア,韓 国,ノ ー ル ウ ェー,フ ィ リピ ン,ス ウェ

ー デ ン,ス イス,ソ 連,英 国,米 国,ル ー マ ニ ア,ユ ー ゴス ラ ビア な ど多 く

の国 で 実施 され て い る。

(2)郵 便 番 号 記 載 状 況

郵 便 番 号 は,郵 便 物 に 実 際 に 記載 され て い なけ れ ば 何 の 役 に もた たな い 。

こ の郵 便 番 号 制 の成 否 は,利 用 者 の 番 号記 載 協 力 いか ん に か か っ てい るの

で,郵 政 省 は,郵 便 番 号 簿 を全 国 の 各世 帯 や事 業 所 に 配 布 して,利 用 者 の協

力 が 得 られ る よ う強 力 なPR活 動 を展 開 して きた 。

これ に よ り利 用 老 の協 力 を 得 て 郵便 番 号 の記 載 率 は年 々上 昇 を示 し,実 施

後 約5年 を経 過 した48年3月 現 在 で 記載 率 は94.7%に 達 して い る。

な お,48年 に は,新 し く沖 縄 県 も含 め た郵 便 番 号 簿 を配 布 した。

(3)郵 便 番 号 に よ る区 分

郵 便 番 号 に よる郵 便 物 の 区分 は,43年10月 か ら一 部試 行 され たが,現 在 で
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はすべての郵便物があて名V'よ る区分から郵便番号による区分に切 り替え ら

れている。

これにより,郵 便物の区分作業は,自 動読取区分機が配備されている局も

増えてきたので従来よりも容易に,か つスピーデ ィにできるようになった。

特に年末のように一時に大量の郵便物が差し出されるときなどは,自 動読取

区分機はフル回転をしてお り,ま た,臨 時職員による作業の効率化にも郵便

番号はその威力を十二分に発揮 している。

3局 舎の改善と機械化

(1)局 舎の改善

郵便局舎は,事 業運営の拠点であって,そ の良否は直接業務運行に影響す

るところが大きい。これまでにも数次にわたる長期計画をたて,郵 便局舎の

改善に努力をしてきた。 しか しながら,現 在なお改善 しなければな らない局

舎を多 く残 しており,特 に人口と産業の集中により郵便物数の急激な増加が

続いている大都市とその周辺において土地の確保難などもあって作業スペー

スが不足 し,作 業環境の改善を要する局舎が多 く,こ のことが業務の円滑な

運行を阻害する要因の一つとなっているのが実情である。

最近における郵便局舎の改善状況は第3-1-20表 のとおりである。

第3-1-20表 年度別郵便局舎改善状況

年 度

0

2

3

4

5

6

7

3

・

●

4

4

4

4

4

4

全国普通郵 全国普通郵 局舎改善局数 鉄筋化率 普通郵便局
便 局 便 局
総 局A3数 局舎総面積 墓便劃鋪 (普通局)

1局 当た り

平均面積

指数 ㎡指数 0
2m指数

683 100 916.297100 24 188 42.3 1,342 goo

975 143 1,768.768193 56 706 81.0 1,814 135

1,002 147 1,853.865202 43 693 83.8 1,850 138

1,035 152 2,059.605225 35 635 86.0 1,990 148

1,051 154 2,161.330236 21 602 87.8 2,056 153

1,072 157 2,302.934251 34 586 89.6 2,148 160

1,097 161 2,468.082269 35 470 90.6 2,250 168
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30年度以降47年 度までに,普 通郵便局629局,特 定郵便局8,857局 が改善さ

れた。

この間,普 通郵便局については局舎総面積で2,7倍 近 くに,ま た,鉄 筋化

率は42%か ら90%へ と増加 し,1局 当た り面積も平均68%増 と大型化し,局

舎事情は次第に好転 してきている。

特に東京においては,大 型普通通常郵便物の集中処理のために,42年5月

に晴海通常郵便集中局が,ま た,小 包郵便物の集中処理のために,42年6月

に東京北部小包集中局が,43年6月 に東京南部小包集中局が設置された。更

に,大 阪においては47年9月 には大阪小包集中局が設置された。これ らの局

においては,同 一種類の郵便物のみを取 り扱 う集中局の特殊性を生か し,徹

底 した搬送及び区分作業の機械化とともに,周 辺局との間の輸送に コンテナ

便を使い,従 来,発 着場から作業場まで重い大郵袋を幾度も人手に よりあげ

降ろししていた作業形態を一変させた。

しかしなが ら,こ のような改善の実績 とこの間の業務量の増加 とを比較し

てみると,30年 度以降47年 度までに,郵 便物の引受総数は,2。6倍 になった

のに対 し,全 郵便局の局舎総面積は1.88倍 に とどまってお り,ま だ相当数の

狭あいな局舎が残っている。したがって今後とも,将 来の郵便物の増加,輸

送手段の改革,作 業機械の開発,作 業環境の改善状況等を見通 しなが ら,長

期的視野にたった局舎改善が積極的に推進されねばならない。

(2)郵 便作業の機械化

郵便の作業は,大 部分を人手に頼 らざるを得ないものであるが,そ れでも

できる限 りの機械化を行い省力化の努力がなされなければな らない。

郵便物を取 り集めた り配達 したりする作業は,そ の性質上おのずから機械

化に限度があるが,局 舎内での郵便物の区分や郵袋の搬送作業には,最 近の

技術の発達 とともに機械化が取 り入れ られている。

ア.引 受区分

従来,郵 便物はその形態が多種多様であるところか ら,手 紙やはがきを

選別 した り,取 りそろえたり,切 手を消印した り,あ て先別に区分 したり
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する作業は,機 械化にな じみにくいとされてきた。先に述べたように,41

年度に従来の第一種郵便物と第五種郵便物が形状により第一種定形郵便物

と定形外郵便物とに分けられ,郵 便物の規格化が実現した。更に,43年 に

実施された郵便番号制により,郵 便物には郵便番号が記載されるようにな

り,数 字による区分が可能になった。このような条件が整 うとともに,科

学技術の分野,特 にエ レク トロニクスの分野の飛躍的な発展に 支 え られ

て,ポ ス トから取 り集められた郵便物のなかか ら手紙,は が きなどの定形

郵便物を自動的に選別 し,切 手の位置V'あ わせて上下表裏を取 りそろx,

1時 間に約2万4,000通 のスピー ドで切手類を消印す る 「郵便物自動選別

取揃押印機」 と,定 形郵便物を1時 間に約2万2,000通 のスピー ドで100

ない し150方 面に区分けする 「郵便番号自動読取区分機」が 実用化 さ れ

た。

前者については,我 が国独特の色検知方式(切 手の色で速達扱いと普通

扱いに分ける。)の採用がすぐれた特徴となってお り,ま た,後 者につい

ては,手 書きあるいは印刷された千差万別の郵便番号の数字を自動的に読

み取 る方式をとっており,こ れは国際的にもその実用性が高 く評価されて

いるものである。

47年度末現在,全 国で郵便物自動選別取揃押印機は77台,郵 便番号 自動

読取区分機は71台 が配備されている。また,45年 には両機の自動連結にも

成功し,選 別,消 印か ら区分作業まで一貫 した機械処理が可能 となり,一

層の省力化 と増加する郵便物の迅速な処理に大きく貢献 している。

イ.搬 送設備

郵便局の中での郵便処理の過程では,郵 便物を搬送する作業量が極めて

大 きく,こ の面での機械化は,比 較的容易なこともあって,早 くか ら進め

られてきた。最近では,全 国の主な郵便局には,産 業界における運搬管理

技術の成果を大幅に取 り入れた各種新鋭搬送設備,小 包区分機等が設備さ

れている。

ウ.そ の他の作業機器
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局内作業については以上のほか,窓 口事務や送状類等各種証拠書類の作

成,郵 便物の授受,は 束,郵 袋の開閉,査 数など多 くの作業がある。

これ らの分野についてもできる限 り省力化を図るためその作業に応 じた

機器類の開発が進められている。現在使用されている主な作業機器をあげ

ると,書 留郵便物の配達証を作成 す る 「書留郵便物配達証作成機」,手紙

とはがきを併せて消印で き る 「書状自動押印機」,あ て先別に区分けされ

た郵便物をは束する 「郵便物は束機」,郵便物を査数する 「郵便物計数器」

また,窓 口事務関係では,「郵便料金計器」や 「別納料金受領証作成機」,

「郵便切手発売機」,「郵便はがき発売機」等がある。

4集 配作業の合理化

郵便物をポス トから取 り集めてくる作業と郵便物を郵便局か ら各戸に配達

する作業は,郵 便送達過程の最初 と最後の部分を受け持つものであるが,前

にも述べたように,こ れらの作業の機械化といえば自転車を自動二輪車等に

切 り替えるといった程度のものであって,ど うしても人手に依存せざるを得

ない分野である。

この分野の作業は次のような事情により年 々困難性を増 してきてお り,加

えて労働力の確保難が悩みの種となっている。

① 郵便物数の増加及び郵便物の大型化

② 大都市とその周辺地域における事業所数及び世帯数の増加による配達

か所数の増加

③ 高層ビルの増加

④ 道路交通事情の悪化

以上のような状況のもとで集配作業の合理化を図るため,次 のような施策

を推進 している。

(1)自 動車二輪車等の増備

郵便物の集配作業を能率化するために,第3-1-21表 のとおり自動二輪

車等の増備を図ってきた。
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第3-1-21表 郵便関係自動二輪車等配備状況

区 別

年 度

配 備 車 両 数
外勤者数 外勤老1人 当

たり車両数自動二輪車 軽四榊1計

3

4

5

6

7

4

4

4

4

4

両

33,314

36,333

39,079

40,485

43,143

両

2,849

3,084

3,419

3,794

4,240

両

36,163

39,417

42,498

44,279

47,383

人

69,104

69,582

70,465

71,913

73,057

両

0.52

0.57

0.60

0.62

0.65

(注)各 年度とも年度末現在である。

47年度末現在で,全 国の集配郵便局に軽四輪車4,240両 及び自動二輪車4

万3,143両 の計4万7,383両 が配備されている。郵便外勤者1人 当た りの車両

数は43年度末に0.52両 であった ものが,47年 度末には0。65両とな り,着 実に

配備率が向上 してきている。今後 とも配備効果のあが る地域を対象に増備を

図っていくこととしている。

(2)運 送業者への委託の推進

取集作業の効率化を図るために,運 送業者の郵便専用自動車による取集作

業の実施を推進 しているが,近 年の実施状況は第3-1-22表 のとおりであ

る。

47年度末現在で,大 都市を主体に中都市以上の地域において,1,323区 を

実施 してお り,全 国の取集区(取 集作業のみを1人 で行っている区画)に 対

する割合は,43年 度末に20.3%で あったものが47年 度末には21.6%に なっ

た。今後 とも,郵 便物の荷量等が多い取集区等を対象に引き続き拡大してい

く必要がある。

第3-1-22表 運送業者の郵便専用自動車による取集作業の実施状況(単 位:区)

「商 「一 一鎚 ～43 44 45 46 47

運送業者・・よる取 集区数①11,198

全取集区数 ●5,900

1,2411,2761,3341 ,323

O/fixioo(%)

5,8645,9366,0356 ,135

一20
.321.221.5 22.121.6

(注)各 年度 とも年度末現在であ る。
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(3)高 層ビル配達方法の改善

都市におけるビルの大型,高 層化及びこれにあてた郵便物の激増等は,著

しく郵便外務員の肉体的負担を重 くするなど,郵 便配達作業を困難なものと

している。

この対策 として,第 一には,36年6月 か ら,エ レベーター設備のない3階

以上の高層 ビル等については,集 合受箱の設置が郵便物の配達を受けるため

の条件とされることとなった(36年 郵便法改正)。

第二には,上 記以外の高層 ビルについては,集 合受箱設置等の勧奨を推進

することとして,43年7月 か らは,実 質上必要経費の一部を助成することと

した。

第三には,超 高層ビル,商 工業団地等については,郵 便私書箱を設置する

方法もとることとしている。

これ らの施策にもかかわ らず,47年 度末において,受 箱設置が郵便物の配

達を受けるための条件 とされていないエ レベごター設備のある高層ビルの全

棟数の4。2%に 相当する約700棟,配 達か所数にして約2万8,600か 所がなお

集合受箱などの設置が行われていない。また,エ レベーターのある高層 ビル

は年 々約2,200棟,約6万9,600か 所 も新たに増加 している。これ らに対する

配達作業の能率化を図るための対策を講 じていく必要がある。

(4)住 居表示制度の実施の促進

我が国における町名地番の混乱は,郵 便配達作業にとって著 しい支障とな

っているのみならず,国 民経済的にみても少なか らぬ損失を招 く原因となっ

ていたので,合 理的な住居表示制度を実施するた め,37年5月,「 住居表示

に関する法律」が施行された。 しか し,47年9月 末現在における新しい住居

表示の進捗状況は,地 方 自治体の実施計画世帯数1,371万 世帯に対 して実施

済み世帯数892万 世帯で,実 施率65%に すぎない。殊にここ2,3年 の実施率

の伸びは小さい。

郵政省としては,こ れを促進するため,47年 度までに住居番号表示板の寄

贈等に約3億 円を投 じているほか,46年 度からは住居表示制度の促進に資す
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るため,簡 易保険積立金の短期融資のみちを開いたが,今 後とも中央及び地

方関係機関に協力して実施促進の方策を講 じてい くこととしている。

住居表示制度が実施され ると,郵 便配達作業に とっては,街 区,住 居番号

のもつ序列性に着 目した合理的な新 しい作業方法を導入することができるよ

うにな り,作 業の能率化に非常に役立つ こととなる。

(5)郵 便受箱の設置の勧奨

配達郵便物の安全保護及び郵便配達作業の能率化を図 るた め,43年11月

に,郵 便物の形状等を考慮 し,郵 便物の安全確実な収容に適 した受箱の標準

規格を定め,44年 度か ら5か 年計画で全戸を目標Y'設 置の勧奨運動を展開 し

た。その結果,47年 度末までに対象箇所約2,747万 のうち,そ の約77%に 相

当す る約2,105万 か所の設置協力を得 られたが,な お642万 か所が未設置 とな

っている。今後 も引き続き設置勧奨運動を展開することとしている。

5輸 送業務の近代化

(1)47年 度における輸送施設の改善

ア.鉄 道輸送

47年3月 の国鉄 ダイヤ改正により,東 海道本線,山 陽本線では,今 まで

郵便車を連結 していた急行旅客列車が特別急行列車に格上げされた り,あ

るいは廃止された りしたために,そ の郵便車は荷物専用列車に連結替えを

余儀な くされたが,同 時にその荷物専用列車も拠点間集約輸送とい うこと

で停車駅が大幅に整理(従 来の停車駅96駅 が41駅)さ れたこともあって,

その代替施設 として延べ5,405kmに 及ぶ専用自動車便を開設 して対処 し

た。

小量単位輸送 と積卸作業の効率化を推進するため,46年10月 に引き続い

て47年10月 に汐留駅一東小倉駅間にパレット専用締切便を上下各1便 増強

した。

47年10月 の国鉄ダイヤ改正では,日 本海縦貫線の客荷分離が行われ,郵

便車の一部が荷物専用列車に連結替えされたが,郵 便送達速度を確保する
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区 別
1日 当た り運行車キ ロ

1日 当 た り

使 用 コ ンテ ナ 備 考
郵飼 貨 剥 合 訓 撒 個#s 数

41年10月
車 キ ロ
85,949

車 キ ロ 車 キ ロ
3,45789,406 100 32 100 「車キ ロ」 とは,

各種の郵便 車(全

車,半 車,3分 の

1車)及 び貨車の

42年1・月} 86,484 3,54990,033 1・・} 41 128

・・年1・月1 88,229 3,70391,932 103 51 159

44年1・ 月188・41・15,1。d・3,51。}1・/

・・年1。月88,8265,…1・4,2931・51

・・年1・ 月1・2,1365,88198,・171・ 。1

58}181走 行 キロを全朝

・41263窯 魏 題

104325の で あ る。

・・年1・月[・4,7732,359・7,1321・9153478

ため富山一泊間ほか5区 間で延べ471kmの 専用 自動車便を開設した。

郵便物送達 日数の短縮と安定を図るため,小 包郵便物を輸送 している貨

車便の一部(17便)を コンテナ便化(1日 コソテナ数43個)し た。なお,

国鉄の荷物輸送の拠点間集約輸送方式の整備に即応 し,郵 便輸送において

も拠点間直行のコンテナ輸送を大幅に増強した。その結果47年10月 では,

1日153個 のコンテナを郵便で使用することに・な り,41年 時の1目32個 に

比べるとコンテナ使用数は約5倍 になっている(第3-1-23表 参照)。'』

このほか大阪一和歌山間の郵便輸送を鉄道から自動車に変更 した。

イ.自 動車輸送

前述の鉄道輸送方式の変更に伴い,47年 度中に全国で50線路延べ8,500

k皿 に及ぶ自動車便の大幅な増強を行った。

大阪小包集中局の開局(47年9月)に 伴 い,集 中局 と集中区域内各局

(39局)及 び京都,神 戸両中央局 との問に 「郵便 コンテナ」による輸送方

式を採用 した(18線 路延べ2,200km)。 、

発展の著 しい福岡地区について,自 動車線路の再編成を行 うほか,バ ス

の ワンマン化,路 線の廃止など一般輸送機関の合理化に対処するため,全

国で13線路延べ1,700kmρ 自動車便を新設 した。
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なお,輸 送量の少ない62区 間については軽四輪車による運送便を開設 し

た。

ウ.航 空輸送

沖縄の復帰に当た り,本 土と沖縄間の輸送力確保 と送達速度向上のため

次のとお り航空便の増強を実施 した。

東 京一那覇間

大 阪一 〃

福 岡一 〃

鹿児島一 〃

名 瀬一 〃

1日 上 下 各3便

n3u

rrln

nIn

nIn

また,沖 縄本島と先島諸島間について も航空便の便数を増加 した。

エ.船 舶輸送

カーフェリー.コ ンテナを利用 した海陸一貫輸送を進めてお り,46年 度

に大阪一高知間Y',ま た47年10月 からは 東京(川 崎港)一 延岡(日 向港)

間に長距離のカーフェリー ・コソテナ便を開設 し,京 浜地区南九州間の大

型通常及び小包郵便物の大幅なスピー ドアップを図った。

本土沖縄間についても,復 帰時か ら船舶輸送便の増強を行 った。

(2)今 後の郵便輸送

各種輸送機関の近代化の方向は次のとおりである。

① 国鉄では,都 市間旅客輸送,中 長距離大量貨物輸送,大 都市通勤輸送

の3点 を今後の方策の重点としている。荷貨物輸送については,拠 点間

直行輸送方式,物 資別適合輸送方式を推進す ることとし,大 量高速輸送

を図ろ うとしている。

② 自動車輸送は,大 量物資の専用輸送,小 口扱貨物のコンテナ,パ レッ

トによるユニットロー ドシステムと機械荷役の結合による一貫輸送方式

が推進されている。

③ 航空輸送は,航 空機の大型化高速化が急速に進められ,荷 貨物輸送Y'

っいては貨物ターミナルの設備改善と併せ,空 陸一貫輸送方式の開発導
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入の研究が進められている。

これらに対応する今後の郵便輸送網は,拠 点局相互間 を 結 ぶ 「拠点間輸

送」と拠点局を起点とする 「地域内輸送」 とに分離され,拠 点間輸送では,

長距離区間は航空機,高 速鉄道,中 近距離区間は鉄道郵便車や国鉄フレー ト

ライナー,船 舶のほか,高 速道路,バ イパスを利用 した自動車輸送が主体 と

なろうし,自 動車による輸送は高速道路の整備に伴 って長距離区間にまで拡

大されよう。

また,コ ンテナ,パ レットの使用やカーフ山リーの利用により荷役の合理

化を推進 して輸送時間,授 受時間の短縮を図る必要がある。

すなわち,今 後の郵便輸送の課題は,ま すます増大する郵便物の 「大量輸

送」,交 通機関の多様化や発展に即応 した 「高速輸送」及び省力化に着 目し

た少経費多効果の 「合理的輸送」の三要素をいかに充足させるかにあるとい

える。

第5節 外 国 郵 便

1外 国郵便物数の動向

(1)概 況

外国郵便は,第2次 世界大戦後の昭和21年9月 に種々の制約のもとに再開

されたが,再 開直後の物数は,戦 前(9年 ～11年)の 水準の1割 にも達 しな

かった。しかしなが ら,戦 後初の国際条約への加入 となった万国郵便連合の

パリ条約への加入,数 次にわたる取扱業務の拡張,日 本経済の復興等に伴っ

て,漸 次回復に向かい,34年 度～35年 度の間には戦前の水準にま で 回 復 し

た。

その後も,貿 易の拡大,国 際交流の進展を反映 して利用物数は急激に伸張

し,40年 度には,30年 度の物数の2.5倍 の物数 となった。 すなわち,こ の間

通常郵便物は年平均増加率11%,小 包郵便物で平均16.4%の 大幅な伸びを

示 した。
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41年度以降45年 度までは,こ の伸び率もやや低下したが,通 常郵便物で年

平均増加率9.1%,小 包郵便物で年平均増加率7.3%と 安定 した漸増傾向を示

した。

46年度になると,物 数の伸びが鈍化 し,通 常郵便物の増加率は,対 前年度

比1.5%と 戦後最低のものとなり,小 包郵便物に至っては,対 前年度比で7.6

0の減少を示 した。 もっとも,こ れは,前 年度の利用物数が万国博覧会開催

という特殊な事情のもとでのものであったので,こ の反動が現れたことと,

46年8月 以降の ドルショック,多 数国間通貨調整等の国際的経済要因の影響

によるものと考え られる。

47年 度の外国郵便物数は,外 国あて通常郵便物が8,500万 通,同 小包郵便

物は201万 個であり,外 国来通常郵便物は1億700万 通,同 小包郵便物は134

万個であった。これを46年 度に比較すると,外 国あて郵便物が大幅に減少 し

ているが,こ れは,沖 縄あて郵便物が47年5月15目 の沖縄本土復帰に伴い,

内国郵便物 となったためである。

(2)船 便航空便別の利用動向

外国あて通常郵便物について船便航空便別の利用動向をみると,30年 代の

前半までは,船 便,航 空便 とも毎年高い増加率を示 し,ほ ぼ平行 したカーブ

で増加したが,後 半からは航空便の利用が急激に増加 したのに反 し,船 便の

増加率はやや鈍化 した。特に40年代に入 ると,こ の傾向に更に拍車がかけら

れ,航 空便と船便との利用物数の格差は極めて大 きなものとなった。すなわ

ち,35年 度に63対37で あった航空便 と船便 との利用物数比は,47年 度には,

76対24と な り,船 便から航空便への利用の移行が強くみられた。

この利用の移行は,外 国あて小包郵便物についても例外ではなかった。す

なわち,30年 か ら一貫して利用物数上優位を占めていた船便小包は,次 第に

航空小包の利用の増加で格差が縮め られ,46年 度では逆に航空小包が優位を

占めるに至 った。もっとも,航 空料金が比較的高額であるため,重 量の重い

小包については,な お船便で送付されるものが多 く,逆 に,航 空小包は軽量

な小包が圧倒的に多いことからみれば,船 便から航空便への移行は,小 包郵
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便物の場合は,通 常郵便物の場合ほど顕著ではない(第3-1-24図 及び第

3-1-25図 参照)。

(3)本 邦発着郵便物の地域別構成

本邦発着外国郵便物の地域別の物数分布は年度に よって多少の差 は あ る

が,こ こ数年間大きな変化はない。

第3-1-26図 本邦発着外国郵便物の地域別構成(47年 度)
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47年 度の調査に よれば,外 国あて郵便物は,通 常郵便物及び小包郵便物と

も北米あてが断然1位 を占め,第2位 のアジアあて郵便物と合計すると,通

常郵便物の64%,小 包郵便物の69%が この両地域で占め られている。

一方,外 国か ら来る郵便物についても,北 米から我が国にあてられ る郵便

物が最 も多 く1位 を占め,第2位 は,通 常郵便物の場合は欧州,小 包郵便物

の場合はアジアとなっており,1位 と2位 とを合計す ると通常郵便物で72%,

小包郵便物で74%が これ ら両地域で占め られている。

この地域別構成は,日 本 とこれらの地域 との経済,文 化等各般の密接なつ

なが りを表す ものといえる(第3-1-26図 参照)。

2サ ービスの現況

(1)送 達制限地域

47年度末現在,通 常郵便物は,我 が国から世界中のあらゆる地域に送達す

ることができるが,小 包郵便物については,北 ヴィエ トナム及びブータンあ

てには送達することができない。

これは,小 包交換に関 して我が国から現在適当な送達のルー トがないか ら

である。

(2)郵 便物の取扱い

我が国の外国郵便業務では,す べての種類の通常郵便物(書 状,は がき,

印刷物,点 字郵便物及び小形包装物)及 び小包郵便物を取 り扱っており,ま

た,特 殊取扱い としても,書 留,受 取通知,航 空,別 配達及び価格表記のす

べての取扱いを行っている(も っとも,名 あて国によって,別 配達及び価格

表記の取扱いは行われない場合がある。)。

書留は内国郵便の 「簡易書留」に,受 取通知は 「配達証明」に,別 配達は

「速達」に,ま た,価 格表記は 「一般書留」におおむね類似した取扱いであ

る。

外国あて郵便物は,引 受後,名 あて地への発送のため,船便扱いと航空便扱

いの別にそれぞれ所轄の交換局に送られ,同 局で税関による通関検査が行わ
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れた後,指 定された船舶及び航空機にとう載されて外国に向けて発送される。

交換局は,外 国 と郵便物を直接に交換する局であ り,現 在,我 が国には,

船便の交換局が9局(東 京国際局,横 浜港局,名 古屋中央局,大 阪中央局,

神戸港局,下 関局,門 司局,長 崎中央局,那 覇局),航 空便の交換局が6局

(東京空港局,東 京国際局,名 古屋中央局,大 阪中央局,博 多局,那 覇局)

ある。

我が国の交換局 と郵便交換を行 う外国の交換局は約140局 に及ぶが,こ れ

らの局 との間の運送便の確保のためには,40社Y'近 い船舶会社の定期船及び

20社 を超える航空会社の航空機が利用され て い る。我が国か らの発送回数

は,相 手国別にみると郵便物の数量,運 送便の就航状況に もよるが,航 空便

では週3回 か ら7回,船 便では月2回 から10回程度 となっている。

(3)海 上輸送のコンテナ化

航空路線網の拡充,航 空機のスピード化,大 型化によって航空輸送は近年

大幅な変容を遂げたが,船 舶海上輸送においても,こ こ4,5年 の間に革命

的な大きな変化がもた らされてきている。すなわち,コ ンテナ輸送化がそれ

であ り,荷 役作業の合理化とその速い船足によって,船 便郵便物の送達所要

日数の短縮に大きく寄与 している。

現に,43年 に米国との船便郵便物の交換がコンテナ化 され た が,そ の後

は,関 釜 フェリーを利用 した日本一韓国間をは じめ,カ ナダ航路,オ ース ト

ラリア航路,欧 州航路 と相次いで海上コンテナによる郵便輸送が開始されて

いる。

郵便輸送量からみて,コ ンテナ船によらない輸送が現在のところ約半分を

占めているが,将 来は,コ ンテナ化が更に大幅に進み,海 上郵便輸送は大半

がこれによ1ることとなるものと予測される。

3外 国郵便業務の改善

(1)外 国郵便の種類の統合

現在,万 国郵便条約に定める外国郵便の通常郵便物の種類は,書 状,郵 便
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はがき,印 刷物,点 字郵便物,小 形包装物の5種 類である。

外国郵便の通常郵便物の種類を簡素化する問題が以前か ら研究されていた

が,45年 に万国郵便連合の東京大会議で採択された新 しい万国郵便条約では

往復郵便はがきが廃止された ほ か,「商品見本」 と 「録音郵便物」の2種 類

が 「小形包装物」のなかに統合されるこ とに な り,46年7月 から実施され

た。往復郵便はがきは,外 国郵便においては非常に利用が少ないことのほか

機械処理に適さないので廃止されることとなった ものである。

また,小 形包装物については,こ れを取 り扱 うか否かは,従 来各国の任意

とされてきたが,「商品見本」(重量制限500g)を 廃止 したことによる利用者

の不便をなくすために,500gま での小形包装物の取扱いは各国とも義務的

となった。

(2)定 形郵便物制度の導入

郵便物の規格統一を図り,機 械処理に適 した郵便物を増加させるために,

我が国で実施されている定形郵便物 と同じような制度が外国郵便でも取 り入

れ られ,48年10月 から実施されることとなった。

定形郵便物は,重 量(20gま で),大 きさ(国 内の定形郵便物 と同 じ。ただ

し,縦 と横の比が1対1.4以 上!,厚 さ(5mm以 内),郵 便切手のち ょう付場

所等の条件を具備する必要がある。差出郵政庁は,定 形郵便物の条件を満た

さない書状 と印刷物に対 し追加料金を課すことができることとされている。

(3)地 帯別小包料金の導入

外国郵便における小包郵便物の料金は,従 来,経 済上の要請で,個 々の小

包につき差出国,名 あて国及び場合により仲介国の取扱費用を合計して,そ

の合計額に等 しい額とすることが必要であった。このため,小 包料金は,名

あて国ごと,送 達経路 ごとに異なる多岐なものとなり,ま た,関 係国の取扱

費用の変動,送 達経路の変更によってしば しば改正の必要があった。

42年に東京で採択された新 しい万国郵便条約においては,前 記の原則が改

められ,小 包料金は,利 用者か ら徴収する料金の合計が,総 体 としてすべて

の関係国の取扱費用の総額を超えない範囲内で定めることができることとさ
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れた。そこで,46年7月 か ら全世界を15地帯(連 合小包関係11地 帯,特 約小

包関係4地 帯)に 分けた地帯別の小包料金を設定 し施行 した。

この地帯別料金では,重 量きざみも,船 便小包については1kgご と,航 空

小包については500gご ととし,料 金体系の簡素化が図られた。




